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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の像ブレ補正手段を制御して撮像画像の像ブレを補正する像ブレ補正装置であって
、
　振れ検出信号に基づいて、積分器において前記撮像画像の像ブレを補正するための像ブ
レ補正量を演算する演算手段と、
　前記像ブレ補正量を、光学式の像ブレ補正手段の制御と電子式の像ブレ補正手段の制御
とに割り振る制御手段とを備え、
　前記制御手段は、前記像ブレ補正量が第１の閾値より小さく且つ前記像ブレ補正量の変
化量が第２の閾値よりも大きい場合、前記像ブレ補正量が前記第１の閾値より大きく且つ
前記像ブレ補正量の変化量が前記第２の閾値よりも小さい場合に比べて、前記像ブレ補正
量を前記光学式の像ブレ補正手段の制御に割り振る比率を大きくし、前記像ブレ補正量を
前記電子式の像ブレ補正手段の制御に割り振る比率を小さくする
　ことを特徴とする像ブレ補正装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の像ブレ補正装置を備える光学機器。
【請求項３】
　請求項１に記載の像ブレ補正装置を備える撮像装置。
【請求項４】
　複数の像ブレ補正手段を制御して撮像画像の像ブレを補正する像ブレ補正装置の制御方
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法であって、
　振れ検出信号に基づいて、積分器において前記撮像画像の像ブレを補正するための像ブ
レ補正量を演算する演算工程と、
　前記像ブレ補正量を、光学式の像ブレ補正手段の制御と電子式の像ブレ補正手段の制御
とに割り振る制御工程とを有し、
　前記制御工程では、前記像ブレ補正量が第１の閾値より小さく且つ前記像ブレ補正量の
変化量が第２の閾値よりも大きい場合、前記像ブレ補正量が前記第１の閾値より大きく且
つ前記像ブレ補正量の変化量が前記第２の閾値よりも小さい場合に比べて、前記像ブレ補
正量を前記光学式の像ブレ補正手段の制御に割り振る比率を大きくし、前記像ブレ補正量
を前記電子式の像ブレ補正手段の制御に割り振る比率を小さくする
　ことを特徴とする制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、像ブレ補正装置、光学機器、撮像装置および制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　撮像装置の小型化や光学系の高倍率化に伴い、装置の振れ等が撮影画像の品位を低下さ
せる大きな原因となっている。したがって、このような装置の振れ等により生じた撮像画
像のブレ（像ブレ）を補正する像ブレ補正機能を有する撮像装置が提案されている。特許
文献１は、光学式像ブレ補正方式と電子式像ブレ補正方式とを併用する像振れ補正装置を
開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１１－１４６２６０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　像ブレを補正する方式のうち、電子式像ブレ補正方式は、光学式像ブレ補正方式と比較
して、撮像レンズを小さくし、装置全体の大きさを小さくすることができる一方で、以下
のような課題がある。電子式像ブレ補正方式では、撮像画像の露光期間内に振れが生じる
と露光中に像の位置がずれ、撮像画像に像のぼけ（以下、「蓄積ブレ」と呼ぶ）が生じる
。この現象はシャッター速度が遅くなると（露光期間が長くなると）より顕著に現れ、画
質低下の一因となっている。一方で、光学式像ブレ補正方式は、撮像素子に露光される前
の段階で光学的に振れを補正するので、蓄積ブレが発生しにくい。
【０００５】
　また、近年では、手の震え等によって発生する細かい振れ（手振れ）を補正するだけで
なく、歩行時に発生する大きな揺れを補正する技術が提案されている。このような歩行時
の像ブレ補正に対応するためには、従来と比較してより広い補正範囲が必要となる。しか
し、光学式像ブレ補正を用いて歩行時に必要な補正範囲を確保しようとすると、装置が大
型になる。したがって、光学式像ブレ補正の補正範囲は従来並みとして電子式像ブレ補正
を併用することで、歩行時の像ブレ補正に必要な補正範囲を確保することが考えられる。
このように電子式像ブレ補正を併用した方式では、装置を小型化することが出来る一方で
、蓄積ブレが発生することによる画質低下が起り得る。
【０００６】
　本発明は、光学式像ブレ補正と電子式像ブレ補正を併用した場合であっても、蓄積ブレ
の発生を抑制し、適切な像ブレ補正制御を実現することが可能な像ブレ補正装置を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００７】
　本発明の一実施形態の像ブレ補正装置は、複数の像ブレ補正手段を制御して撮像画像の
像ブレを補正する像ブレ補正装置であって、振れ検出信号に基づいて、積分器において前
記撮像画像の像ブレを補正するための像ブレ補正量を演算する演算手段と、前記像ブレ補
正量を、光学式の像ブレ補正手段の制御と電子式の像ブレ補正手段の制御とに割り振る制
御手段とを備える。前記制御手段は、前記像ブレ補正量が第１の閾値より小さく且つ前記
像ブレ補正量の変化量が第２の閾値よりも大きい場合、前記像ブレ補正量が前記第１の閾
値より大きく且つ前記像ブレ補正量の変化量が前記第２の閾値よりも小さい場合に比べて
、前記像ブレ補正量を前記光学式の像ブレ補正手段の制御に割り振る比率を大きくし、前
記像ブレ補正量を前記電子式の像ブレ補正手段の制御に割り振る比率を小さくする。
 
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の像ブレ補正装置によれば、光学式像ブレ補正と電子式像ブレ補正を併用した場
合であっても、蓄積ブレの発生を抑制し、適切な像ブレ補正制御を実現することが可能と
なる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本実施形態の構成例を示す図である。
【図２】像ブレ補正量演算部の構成を示す図である。
【図３】補正量分割制御部の構成例を示す図である。
【図４】補正量分割制御部による処理を説明する図である。
【図５】Ｋ１を説明するグラフを示す図である。
【図６】像ブレ補正量を補正光学系と画像切り出し制御部へ割り振る処理を説明する図で
ある。
【図７】歩行時の装置の振れによって生じる像ブレを補正するための補正量を図示したグ
ラフである。
【図８】従来の撮像装置による制御を説明する図である。
【図９】実施例２の撮像装置が備える補正量分割制御部の構成を示す図である。
【図１０】比率変更制御部によるＫ１の算出処理の例を説明する図である。
【図１１】Ｋ１を演算する処理を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
（実施例１）
　図１は、本実施形態の構成例を示す図である。
　図１に示す撮像装置１００は、本実施形態の像ブレ補正装置を備える光学機器の一例で
ある。この例では、撮像装置１００は、ビデオカメラである。なお、本発明は、ビデオカ
メラの他にもカメラ付きの携帯電話、ゲーム機、パーソナルコンピュータなど、撮像装置
が組み込まれた、もしくは内蔵された光学機器にも適用できる。
【００１１】
　システム制御部１０１は、撮像装置１００の全体の動作を制御する。システム制御部１
０１の機能によって像ブレ補正装置が実現される。システム制御部１０１は、例えば、Ｃ
ＰＵ、ＲＡＭおよびＲＯＭを有し、ＲＯＭにあらかじめ記憶されたプログラムに従い、Ｒ
ＡＭを作業領域として用いながら、撮像装置１００を制御する。なお、後述する各処理は
、コンピュータプログラム（ソフトウェア）として主にシステム制御部１０１によって実
行されるものとする。なお、本明細書の説明においては、撮像装置に加えられる振動を「
振れ」とし、撮像装置に加えられる振れによって発生する撮像画像への影響を「像ブレ」
と表現する。
【００１２】
　撮像レンズ１０２は、ズーム、フォーカシング等の動作を行い、被写体像を撮像素子１



(4) JP 6659086 B2 2020.3.4

10

20

30

40

50

０４に結像する。補正光学系１０３は、光軸と異なる方向（例えば光軸に垂直な方向）に
移動して、光軸を偏向することで光学的に像ブレを補正する光学式像ブレ補正手段（第１
の像ブレ補正手段）である。補正光学系１０３は、例えばシフトレンズである。補正光学
系１０３を振れに応じて駆動することにより、装置の振れによって生じる撮像面上の被写
体の移動（像ブレ）が補正された像が撮像素子１０４に結像される。
【００１３】
　撮像素子１０４は、例えば、ＸＹアドレス方式のＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxid
e Semiconductor ）イメージセンサ等で構成される。撮像素子１０４は、撮像レンズ１０
２が形成する光学像を光電変換して電荷を蓄積し、その電荷を読み出すことで複数の画素
からなる画像信号をカメラ信号処理部１０５に供給する。
【００１４】
　カメラ信号処理部１０５は、撮像素子１０４から出力された画像信号にホワイトバラン
ス調整やガンマ補正などの信号処理を施し、その結果生成されたフレーム画像を画像メモ
リ１０６に格納する。画像切り出し制御部１０７は、画像メモリ１０６に格納されたフレ
ーム画像の所定の領域を切り出すことで新たなフレーム画像を生成し、表示制御部１０８
及び記録媒体制御部１１０に供給する。このとき、所定の領域の切り出し位置を装置の振
れに応じて移動することによって、装置の振れによって生じるフレーム間の被写体位置の
移動（像ブレ）を補正する。したがって、画像切り出し制御部１０７は、電子式像ブレ補
正手段（第２の像ブレ補正手段）として機能する。なお、撮像素子１０４、カメラ信号処
理部１０５、画像切り出し制御部１０７で行われる一連の動作は、例えばＮＴＳＣフォー
マットに準拠したビデオ信号の場合は６０Ｈｚの周期で実行され、動画像データが生成さ
れる。
【００１５】
　記録媒体制御部１１０は、記録媒体１１１を制御して、動画データや静止画データある
いはメタデータなどの記録・読出しを行う。記録媒体１１１は、半導体メモリ等の情報記
録媒体やハードディスク等の磁気記録媒体である。表示制御部１０８は、画像切り出し制
御部１０７から出力された映像信号に基づく画像（カメラスルー画）の他、設定メニュー
画像、記録済みの画像など用途に応じて加工した映像信号を出力して表示デバイス１０９
に画像を表示させる。表示デバイス１０９は、液晶表示素子（ＬＣＤ）等であり、表示制
御部１０８により生成された画像を表示する。
【００１６】
　角速度センサ１１２は、撮像装置１００に加わる振れの検出を行う。検出された振れ信
号（振れ検出信号）は、像ブレ補正量演算部１１４に供給されて像ブレ補正の制御に用い
られる。角速度センサ１１２は、光軸に直交する一平面上で互いに直交した検出軸をなす
ように、水平方向の回転軸（Ｙａｗ）と垂直方向の回転軸（Ｐｉｔｃｈ）との２軸方向に
二つの角速度センサを配置している。なお、それぞれの軸における信号処理及び補正光学
系１０３の駆動制御は、両軸とも同じ処理で実現することができるので、以降は片方の軸
についてのみ説明するものとする。
【００１７】
　角速度センサ１１２は、撮像装置１００に加わる振れの角速度を検出し、その角速度に
応じた電圧を出力する。Ａ／Ｄ変換器１１３は、角速度センサ１１２から出力される電圧
をデジタルデータに変換して角速度データとし、像ブレ補正量演算部１１４に振れ検出信
号として供給する。
【００１８】
　像ブレ補正量演算部１１４は、振れ検出信号に基づいて、撮像装置１００に加わる振れ
によって生じる像ブレを補正するために用いる像ブレ補正量を演算する。撮像装置１００
は、補正光学系１０３と画像切り出し制御部１０７という２つの像ブレ補正手段を備えて
いる。像ブレ補正量演算部１１４算出される像ブレ補正量は、２つの像ブレ補正手段のそ
れぞれの補正量を出力するのではなく、撮像装置１００の全体の像ブレ補正量を演算する
ものである。補正量分割制御部１１５は、像ブレ補正量演算部１１４で算出された装置全
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体の像ブレ補正量を、補正光学系１０３で補正するための補正量と、画像切り出し制御部
１０７で補正するための補正量とに分割する。光学補正量変換部１１６は、補正量分割制
御部１１５から供給された補正量を、補正光学系１０３で像ブレを適切に補正するための
移動量に変換して、駆動目標位置として出力する。電子補正量変換部１１７は、補正量分
割制御部１１５から供給された補正量を、画像切り出し制御部１０７で像ブレを適切に補
正するための切り出し位置に変換して、画像切り出し制御部１０７に設定する。
【００１９】
　位置検出部１１８は、補正光学系１０３の位置を検出して位置に応じた電圧を出力する
。アンプ１１９は、位置検出部１１８が出力した電圧を適切な電圧範囲の信号に増幅する
。アンプ１１９の出力は、Ａ／Ｄ変換器１２０によってデジタルデータ化され、位置デー
タとして取り込まれる。制御フィルタ１２１は、補正光学系１０３の駆動目標位置と位置
データの差分である偏差データが入力され、増幅及び位相補償等の種々の信号処理を施し
てパルス幅変調部１２２に出力する。パルス幅変調部１２２は、制御フィルタ１２１の出
力を、パルス波のデューティー比を変化させる波形（即ちＰＷＭ波形）に変調して、モー
タ駆動部１２３に供給する。
【００２０】
　モータ１２４は、例えばボイス・コイル型モータであり、モータ駆動部１２３によって
駆動されることにより、補正光学系１０３は光軸と垂直な方向に移動する。そして、移動
した補正光学系１０３の位置は、位置検出部１１８で検出されて次の偏差データが算出さ
れるというフィードバックループが形成され、駆動目標位置と位置データの差分が小さく
なるように制御される。これにより、補正光学系１０３は駆動目標位置に追従するように
駆動することができる。
【００２１】
　図２は、像ブレ補正量演算部の構成を示す図である。
　像ブレ補正量演算部１１４が備えるハイパスフィルタ（ＨＰＦ）１２５は、角速度セン
サ１１２が検出した角速度データのＤＣ成分または低周波数成分を除去する。ＨＰＦ１２
５が出力した角速度データは、積分器１２６において角速度データを１階積分することに
より角変位データに変換される。ここで行われる積分演算は、飽和を防止するために不完
全積分となっており、一般的に知られている１次ＬＰＦで演算される。
【００２２】
　積分器１２６が算出した角変位データは、フレーミング制御部１２８及びリミッタ１２
７に供給される。リミッタ１２７は、補正光学系１０３及び画像切り出し制御部１０７が
可動範囲の端に突き当たらないように角変位データに制限をかける。リミッタ１２７で制
限がかけられた角変位データは、像ブレ補正量演算部１１４の出力、即ち、撮像画像の像
ブレ補正量として出力される。なお、像ブレ補正量演算部１１４で演算される像ブレ補正
量（角変位データ）は、補正光学系１０３及び画像切り出し制御部１０７の補正量の合計
値である。したがって、補正光学系１０３の制御端と画像切り出し制御部１０７の制御端
を合計した変位量をリミッタ１２７のリミット値に設定する。
【００２３】
　フレーミング制御部１２８は、パンニングやチルティングといった撮影方向変更動作が
なされたかどうかを判定し、判定結果に基づいて、角変位データを中央に戻す制御を行う
。すなわち、フレーミング制御部１２８は、角速度センサ１１２で検出した角速度または
角変位データから、ユーザの意図したカメラのフレーミングによる振れ成分を取り除く。
これにより、ユーザが意図したフレーミングを行いつつ、手振れに起因する像ブレが補正
される。具体的には、フレーミング制御部１２８は、積分器１２６から出力される角変位
データが、予め決められた閾値を超えた場合に、パンニングが行われたと判定する。
【００２４】
　パンニングが行われたと判定した場合、フレーミング制御部１２８は、ＨＰＦ１２５の
カットオフ周波数を高くして低周波成分をより多く取り除くことで角速度データを制限す
る。フレーミング制御部１２８が、積分器１２６に入力される角速度データにオフセット
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を減算することで積分器１２６の出力が中央に戻るようにしてもよい。また、フレーミン
グ制御部１２８が、積分器１２６で行われるＬＰＦ演算のカットオフ周波数を高くして、
積分器１２６の出力が中央に戻るように制御してもよい。このように制御することで、パ
ンニングやチルティング等のユーザが意図した動作がなされた場合でも、補正光学系１０
３及び画像切り出し制御部１０７の可動範囲に収まるように制御することが可能となる。
【００２５】
　図３は、補正量分割制御部の構成例を示す図である。
　補正量分割制御部１１５が備える乗算器１２９は、像ブレ補正量演算部１１４で算出さ
れた像ブレ補正量に所定の倍率Ｋ１を乗じて、光学補正量変換部１１６に供給する。ここ
で、Ｋ１は、以下の（式１）となるような倍率として設定される。
　０≦Ｋ１≦１    ・・・（式１）
【００２６】
　乗算器１２９で所定の倍率Ｋ１を乗じられた像ブレ補正量は、光学補正量変換部１１６
へ供給され、補正光学系１０３で像ブレ補正を行う際の補正量となる。また、減算器１３
０は、像ブレ補正量演算部１１４で算出された像ブレ補正量から乗算器１２９の出力を減
算して、画像切り出し制御部１０７で像ブレ補正を行う際の補正量を算出する。乗算器１
２９の出力は電子補正量変換部１１７に供給される。
【００２７】
　比率変更制御部１３１は、Ｋ１の値を変更して、光学補正量変換部１１６及び電子補正
量変換部１１７に供給する補正量の比率を制御する。比率変更制御部１３１には、像ブレ
補正量演算部１１４で算出された像ブレ補正量が供給されている。したがって、比例変更
制御部１３１は、像ブレ補正量に関する情報（例えば、像ブレ補正量の大きさ）に応じて
、像ブレ補正量を光学補正量変換部１１６と電子補正量変換部１１７とに割り振る比率を
変更する。光学補正量変換部１１６に割り振られた像ブレ補正量は、補正光学系１０３の
制御に用いられる。電子補正量変換部１１７に割り振られた像ブレ補正量は、画像切り出
し制御部１０７の制御に用いられる。
【００２８】
　図４は、補正量分割制御部による処理を説明する図である。
　補正量分割制御部１１５は、像ブレ補正量演算部１１４が算出した像ブレ補正量に応じ
て、光学補正量変換部１１６、電子補正量変換部１１７へ像ブレ補正量を割り振る比率を
、図４のグラフが示すように変更する。図４のグラフでは、横軸が、像ブレ補正量（像ブ
レ補正量演算部１１４の出力）の絶対値である。縦軸が、補正光学系１０３の補正量の絶
対値である。
【００２９】
　像ブレ補正量の絶対値を｜Ｐ｜とすると、｜Ｐ｜≦Ｔｈ１の範囲においては、補正光学
系１０３の補正量は、傾きＴｉｌｔ１で増加する。即ち、Ｋ１は、
　Ｋ１＝Ｔｉｌｔ１・・・（式２）
で算出される。
【００３０】
　Ｔｈ１＜｜Ｐ｜≦Ｔｈ２の範囲においては、補正光学系１０３の補正量は、傾きＴｉｌ
ｔ２で増加する。即ち、Ｋ１は以下の（式３）を用いて算出される。
　Ｋ１＝（（｜Ｐ｜－Ｔｈ１）* Ｔｉｌｔ２＋（Ｔｈ１* Ｔｉｌｔ１））／｜Ｐ｜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（式３）
【００３１】
　Ｔｈ２＜｜Ｐ｜の範囲においては、補正光学系１０３の補正量は、傾きＴｉｌｔ３で増
加する。即ち、Ｋ１は、以下の（式４）を用いて算出される。
　Ｋ１＝（（｜Ｐ｜－Ｔｈ２）* Ｔｉｌｔ３＋（（Ｔｈ２－Ｔｈ１）* Ｔｉｌｔ２）＋（
Ｔｈ１* Ｔｉｌｔ１））／｜Ｐ｜・・・（式４）
　また、Ｔｉｌｔ１、Ｔｉｌｔ２、Ｔｉｌｔ３は、図４のグラフから明らかなように、Ｔ
ｉｌｔ３＜Ｔｉｌｔ２＜Ｔｉｌｔ１となるように設定されている。
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【００３２】
　図５は、Ｋ１を説明するグラフを示す図である。
　像ブレ補正量が大きくなるほど、Ｋ１の値が小さくなる。像ブレ補正量の絶対値がリミ
ッタ１２７に設定されている値と等しい場合にＫ１の値は最小となる。光学補正量変換部
１１６の補正範囲をＰｏｉｓ、電子補正量変換部１１７の補正範囲をＰｅｉｓとすると、
Ｋ１＝Ｐｏｉｓ／（Ｐｏｉｓ＋Ｐｅｉｓ）となる。
【００３３】
　図６は、像ブレ補正量を補正光学系と画像切り出し制御部へ割り振る処理を説明する図
である。
　図６に示すように、像ブレ補正量演算部１１４の出力が小さいときは、補正量分割制御
部１１５は、Ｋ１を大きくして、補正光学系１０３の制御に割り振る比率を大きくし、画
像切り出し制御部１０７の制御に割り振る比率を小さくする。像ブレ補正量が所定の閾値
以下である場合は、像ブレ補正量の全てを補正光学系１０３の制御に割り振るようにして
もよい。また、像ブレ補正量演算部１１４の出力が大きいときは、補正量分割制御部１１
５は、Ｋ１を小さくして、補正光学系１０３の制御に割り振る比率を小さくし、画像切り
出し制御部１０７の制御に割り振る比率を大きくする。
【００３４】
　図７は、歩行時の装置の振れによって生じる像ブレを補正するための補正量を図示した
グラフである。横軸を時間、縦軸を像ブレ補正量としている。
　図７（Ａ）は、像ブレ補正量演算部１１４が算出する、歩行時に発生する像ブレを補正
するための像ブレ補正量を示す。通常、歩行時には、振幅が大きく、周波数１～２Ｈｚ程
度の補正量となる。図７（Ａ）は、角速度センサ１１２で検出した振れをそのまま積分し
た振れ角度ではなく、フレーミング制御部１２８によってフレーミング制御が施された像
ブレ補正量を示す。
【００３５】
　図７（Ｂ）は、像ブレ補正量演算部１１４が算出する像ブレ補正量に基づき、補正量分
割制御部１１５において出力される補正光学系１０３の制御用の補正量を示す。図７（Ｃ
）は、像ブレ補正量演算部１１４が算出する像ブレ補正量に基づき、補正量分割制御部１
１５において出力される画像切り出し制御部１０７の制御用の補正量を示す。
【００３６】
　図７（Ｂ），（Ｃ）に示すように、補正量分割制御部１１５は、像ブレ補正量演算部１
１４が算出する像ブレ補正量の絶対値が小さいほど、像ブレ補正量を画像切り出し制御部
１０７の制御に割り振る比率を小さくする。そして、像ブレ補正量を補正光学系１０３の
制御に割り振る比率を大きくする。また、像ブレ補正量演算部１１４が算出する像ブレ補
正量の絶対値が大きいほど、像ブレ補正量を画像切り出し制御部１０７の制御に割り振る
比率を大きくし、像ブレ補正量を補正光学系１０３の制御に割り振る比率を小さくする。
【００３７】
　次に、補正量分割制御部１１５が図７で説明した制御を実行することによる効果につい
て説明する。図７（Ａ）を参照して説明したように、歩行時に、像ブレ補正量は振幅が大
きく周波数１～２Ｈｚ程度の補正量となる。歩行時の像ブレ補正量では、補正量が小さく
ゼロ付近であるほど、速度（変化量）が大きくなる。また、補正量が大きくピーク付近で
あるほど、速度（変化量）が小さくなる。即ち、補正量が小さいほど、蓄積ブレが発生し
やすく、補正量が大きいほど蓄積ブレが発生しにくい。
【００３８】
　一方、像ブレ補正の方式と、蓄積ブレの発生の関係を考えると、光学式像ブレ補正は、
撮像前に像ブレを補正するので、蓄積ブレの発生を抑えることが可能である。従って、実
施例１の撮像装置では、速度の大きい像ブレをできるだけ補正光学系１０３で補正し、速
度の小さい像ブレを画像切り出し制御部１０７で補正するように、像ブレ補正量を割り振
る比率を変更する制御を行う。このように制御することにより、光学式像ブレ補正と電子
式像ブレ補正を併用した場合であっても、蓄積ブレの発生を抑制することができ、適切な
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像ブレ補正制御を実現することができる。
【００３９】
　図８は、従来の撮像装置による、像ブレ補正量を光学式像ブレ補正と電子式像ブレ補正
に割り振る制御を説明する図である。
　図８（Ａ）は、歩行時に生じる像ブレを補正するための像ブレ補正量を示す。図８（Ｂ
）は、像ブレ補正量を光学式像ブレ補正に割り振る制御の一例を示す。従来の撮像装置に
おいては、光学式像ブレ補正に像ブレ補正量をまず割り振り、像ブレ補正量が光学式像ブ
レ補正の補正範囲を超えたときに初めて電子式像ブレ補正に割り振る制御が行われる。従
って、図８（Ｂ）に示すように、像ブレ補正量が光学式像ブレ補正の補正範囲を超えたと
ころで光学式像ブレ補正の補正量の連続性が失われる。図８（ｃ）は、図８（Ｂ）の補正
量に基づいて補正光学系１０３を駆動させたときの、実際のレンズ位置（位置検出部１１
８の出力）を示す。図８（Ｃ）に示すように、像ブレ補正量が光学式像ブレ補正の補正範
囲を超え、光学式像ブレ補正の補正量（補正光学系１０３の駆動目標位置）の連続性が失
われたところで補正光学系１０３の追従性が失われ、大きくオーバーシュートする。これ
により、撮像画像に装置の振れによる像ブレとは別の像ブレが生じ、画質が劣化するとい
う問題が発生する。
【００４０】
　一方、実施例１の撮像装置は、図７（Ｂ）のように、像ブレ補正量に応じて光学式像ブ
レ補正の補正量の比率を徐々に変化させているので、補正光学系１０３の駆動目標位置の
追従性が損なわれることを防ぎ、良好な像ブレ補正を行うことができる。
　本実施例の像ブレ補正装置は、像ブレ補正量に応じて、光学式像ブレ補正と電子式像ブ
レ補正の補正量の比率を変更し、速度の速い振れによる像ブレを光学式像ブレ補正によっ
て補正することで、蓄積ブレの発生を抑えることができる。これにより、光学式像ブレ補
正と電子式像ブレ補正を併用した場合であっても、蓄積ブレの発生を抑制することができ
、適切な像ブレ補正制御を実現することが可能な撮像装置を提供することができる。
【００４１】
（実施例２）
　次に、実施例２について説明する。実施例２の撮像装置の全体構成は、図１を参照して
説明した撮像装置１００と同じ構成で実現可能である。
【００４２】
　図９は、実施例２の撮像装置が備える補正量分割制御部の構成を示す図である。
　実施例２では、補正量分割制御部１１５は、像ブレ補正量演算部１１４で算出された像
ブレ補正量を微分器１３２に供給する。微分器１３２は、像ブレ補正量、即ち角変位デー
タを微分演算し、角速度データに変換して比率変更制御部１３１に供給する。比率変更制
御部１３１は、供給された角速度データに応じて、光学式像ブレ補正と電子式像ブレ補正
の補正量の比率を変更するようにＫ１を算出する。なお、像ブレ補正量演算部１１４によ
る像ブレ補正量の演算は、実施例１と同じ制御を用いるので、説明は省略する。
【００４３】
　図１０は、比率変更制御部によるＫ１の算出処理の例を説明するフローチャートである
。図１０に示される処理は、例えば１ｍ秒周期など、任意の所定の周期で繰り返し実行さ
れる。
　まず、ステップＳ１０１において、比率変更制御部１３１が、微分器１３２が算出した
角速度データＳを取得する。続いて、ステップＳ１０２において、比率変更制御部１３１
が、角速度データの絶対値を算出してＳａｂｓとする。
【００４４】
　次に、比率変更制御部１３１が、Ｓａｂｓが所定のリミッタ値であるＳ＿ｌｉｍｉｔを
超えているかを判断する。ＳａｂｓがＳ＿ｌｉｍｉｔを超えていない場合は、処理がステ
ップＳ１０５に進む。ＳａｂｓがＳ＿ｌｉｍｉｔを超えている場合は、処理がステップＳ
１０４に進む。
【００４５】
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　Ｓ１０４において、比率変更制御部１３１が、ＳａｂｓにＳ＿ｌｉｍｉｔを代入する。
続いて、ステップＳ１０５において、比率変更制御部１３１が、Ｋ１を以下の（式５）に
したがって算出する。
　Ｋ１＝（Ｓａｂｓ／Ｓ＿ｌｉｍｉｔ）＊（１－Ｋ＿ｏｆｆｓｅｔ）＋Ｋ＿ｏｆｆｓｅｔ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（式５）
【００４６】
　式５において、Ｋ＿ｏｆｆｓｅｔは、Ｋ１に加算する所定のオフセット値であり、例え
ば補正光学系１０３の補正範囲と画像切り出し制御部１０７の補正範囲の比率が設定され
る。次に、Ｓ１０６において、比率変更制御部１３１が、算出したＫ１の値を乗算器１２
９に設定し、処理を終了する。
【００４７】
　図１１は、像ブレ補正量演算部で算出された像ブレ補正量からＫ１を演算する処理を説
明する図である。
　図１１（Ａ）は、歩行時の装置の振れによって生じる像ブレを補正するための補正量を
図示したグラフである。横軸は時間、縦軸は像ブレ補正量を示す。通常、歩行時には、振
幅が大きく周波数１Ｈｚ～２Ｈｚ程度の補正量となる。なお、図１１（Ａ）は、角速度セ
ンサ１１２で検出した振れをそのまま積分した振れ角度ではなく、フレーミング制御部１
２８によってフレーミング制御が施された像ブレ補正量を示す。
【００４８】
　図１１（Ｂ）は、像ブレ補正量演算部１１４が算出する像ブレ補正量に基づき、微分器
１３２において演算された角速度データである。横軸は時間、縦軸は角速度を示す。角変
位データである像ブレ補正量を微分して算出した角速度データは、９０度位相が進んだ波
形となる。
【００４９】
　図１１（Ｃ）は、角速度データから算出したＫ１の値を図示したグラフである。横軸は
時間、縦軸は比率を示す。Ｋ１は、図１１（Ｂ）の角速度データの絶対値が大きいほど大
きな値となり、角速度データの絶対値が小さいほど小さい値となるように算出される。ま
た、角速度データが０の時には、Ｋ１は所定のオフセットであるＫ＿ｏｆｆｓｅｔとなる
ように演算される。Ｋ＿ｏｆｆｓｅｔは、例えば補正光学系１０３の補正範囲と画像切り
出し制御部１０７の補正範囲の比率が設定されている。
【００５０】
　次に、補正量分割制御部１１５において図１１を参照して説明した制御を行うことによ
る効果について説明する。図１１（Ａ）を参照して説明したように、歩行時に像ブレ補正
量は、振幅が大きく周波数１Ｈｚ～２Ｈｚ程度の補正量となる。このような歩行時の像ブ
レ補正量では、補正量がゼロ付近で（補正量が小さいほど）、最も速度（変化量）が大き
くなり、補正量のピーク付近（補正量が大きいほど）で、速度（変化量）が小さくなる。
即ち、補正量が小さいほど、蓄積ブレが発生しやすく、補正量が大きいほど蓄積ブレが発
生しにくい。一方、像ブレ補正の方式と、蓄積ブレの発生の関係を考えると、光学式像ブ
レ補正は撮像前に像ブレを補正するので蓄積ブレの発生を抑えることが可能である。従っ
て、本実施例では、速度の大きい像ブレをできるだけ補正光学系１０３で補正し、速度の
小さい像ブレを画像切り出し制御部１０７で補正するように、比率を変更する制御を行っ
ている。このように制御することにより、光学式像ブレ補正と電子式像ブレ補正を併用し
た場合であっても、蓄積ブレの発生を抑制することができ、適切な像ブレ補正制御を実現
することができる。
【００５１】
　以上説明したように、本発明の像ブレ補正装置は、光学式像ブレ補正と電子式像ブレ補
正を併用した場合、角速度センサから算出した像ブレ補正量に応じて、光学式像ブレ補正
と電子式像ブレ補正の補正量の比率を変更する。これにより、速度の速い振れによる像ブ
レを光学式像ブレ補正によって補正し、蓄積ブレの発生を抑えることができる。その結果
、光学式像ブレ補正と電子式像ブレ補正を併用した場合であっても、蓄積ブレの発生を抑
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制することができ、適切な像ブレ補正制御を実現することが可能となる。
　以上、本発明をその好適な実施例に基づいて詳述してきたが、本発明はこれら特定の実
施例に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の様々な形態も本発明に
含まれる。
【００５２】
　また各実施例では、振れ検出手段の一例として角速度センサを用いて説明してきたが、
その他の振れ検出手段を用いても良い。例えば、加速度センサを用いて加速度から振れ量
を算出してもよく、画像データから動き情報を検出して装置の振れ量を算出してもよい。
光学式像ブレ補正手段として、撮像レンズを構成するレンズの一部を光軸と垂直方向に移
動させるシフトレンズを例に説明したが、撮像素子を光軸と垂直な方向に移動させる方式
や、撮像レンズ全体を揺動させて像ブレを補正させる方式を用いてもよい。
【符号の説明】
【００５３】
　１１４　像ブレ補正量演算部
　１１５　補正量分割制御部

【図１】 【図２】

【図３】
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